
公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画

１　団体の概要

団体名

注１　団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合は、「団体名」

　　欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄は、普通会計の全職員数を記載すること。

２　財政指標等

標準財政規模（百万円）

地方債現在高（百万円）

積立金現在高（百万円）

　注　平成17年度（又は平成18年度）の地方財政状況調査及び公営企業決算状況調査の報告数値を記入すること。

　　　なお、一部事務組合等に係る財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率については、当該一部事務組合等

　　の構成団体の各数値を加重平均したものを用いるものとする（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険

　　資金について対象としない財政力指数１．０以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数

　　を記載すること。）。

３　合併市町村等における合併市町村基本計画等の要旨

　注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　　ものに限る。）をいう。

　　３　□にレを付けた上で要旨を記載すること。また、要旨については、別様としても差し支えないこと。

４　財政健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村の合併市町村基本計画の要旨
　□　旧法による合併市町村の市町村建設計画の要旨
　□　該当なし

12.4（H17）

基 本 方 針

〔合併期日：平成17年4月1日〕

　別添「新市まちづくり計画」のとおり。

内　　　容

　合併以前から各市町村とも行財政改革に取り組んできたが、更なる
歳出削減・財源確保対策を講じながら財政全般にわたり抜本的に見直
す。
　社会情勢の変化などに柔軟に対応できるよう、また、新たな事業展
開への財源確保を図る中で、財政の弾力性を示す「経常収支比率」に
着眼し、数値目標を80％に設定し取り組む。

秩父市財政健全化計画

平成19年度から平成23年度

秩父市行政改革大綱（集中改革プラン）　平成17年度から平成21年度

区　　分

計 画 名

計 画 期 間

既 存 計 画 と の 関 係

公 表 の 方 法 等

598
構成団体名

財政力指数

実質公債費比率　(％)

経常収支比率　　(％)

実質収支比率　　(％)

うち普通会計債現在高(百万円) 25,510（H17）84.1（H17）

11.6（H18）

70,563国調人口(H17.10. 1現在)

職員数(H19. 4. 1現在)

別添１

秩父市ホームページ等で公表

埼玉県秩父市

15,450（H17）

39,007（H17）

13,497（H17）

8,356（H17）

うち公営企業債現在高(百万円)

0.613（H18）



５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

0公営企業金融公庫資金 0 0 0

35旧簡易生命保険資金

繰上償還希望額

2

0.0 0.0 0.1 0.1

0 0 35繰上償還希望額

旧 資 金 運 用 部 資 金
0 0 2繰上償還希望額

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

0

0

35,322

0

2,431

合　　計

0

0

小　　　計　　　　 (B) 0 0 0

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 0 0 0

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 0 0 35,322

小　　　計　　　　 (B) 0 0 0

0 0 0

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 0 0 2,431

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高)

合　　計

小　　　計　　　　 (A)

事業債名

普
通
会
計
債

小　　　計　　　　 (B)

公 営 住 宅 建 設 事 業

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

0

0

0 2,431

2,431

2,431

2,431

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高)

合　　計

0 0 35,322 35,322

0

0

0

0

0 0 35,322 35,322

0

0

0 0 0

0

0

0

0 0 0 0

事業債名

小　　　計　　　　 (A)

一
般
会
計

出
資
債
等

普
通
会
計
債

義務教育施設整備事業

小　　　計　　　　 (A)

事業債名

普
通
会
計
債

一
般
会
計

出
資
債
等

0

0

0

0

0

0

一
般
会
計

出
資
債
等

0

0

0



今後の財政状況の見通し
（単位：百万円）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

地方税 8,572 8,275 8,028 8,528 8,601 9,274 9,224 9,478 9,588 9,553

地方譲与税 1,216 1,298 1,494 1,582 1,847 1,325 1,325 1,325 1,325 1,325

地方特例交付金 270 259 242 251 203 57 56 55 30 30

地方交付税 7,414 6,704 6,534 6,685 6,353 6,348 6,182 6,082 5,789 6,056

小計（一般財源計） 17,472 16,536 16,298 17,046 17,004 17,004 16,787 16,940 16,732 16,964

分担金・負担金 167 137 151 117 115 124 125 126 126 126

使用料・手数料 503 497 560 564 509 637 640 657 657 659

国庫支出金 1,805 1,811 1,584 1,991 2,271 2,695 1,945 1,952 1,899 1,908

うち普通建設事業に係るもの 537 361 197 230 452 1,075 319 311 269 274

都道府県支出金 1,804 1,498 1,244 1,572 1,456 1,718 1,490 1,477 1,380 1,390

うち普通建設事業に係るもの 997 529 555 513 733 863 639 623 539 549

財産収入 226 347 200 241 227 277 277 277 277 277

寄附金 23 30 51 32 42 42 42 42 42 42

繰入金 2,013 964 2,621 1,817 1,748 1,920 80 80 80 80

繰越金 2,115 2,086 1,974 1,620 2,155 1,746 1,774 1,110 722 691

諸収入 513 493 590 736 399 399 399 399 399 399

うち特別会計からの貸付金返済額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地方債 3,259 2,847 1,989 4,740 2,803 5,781 3,251 3,143 2,513 2,599

特別区財政調整交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

29,900 27,246 27,262 30,476 28,729 32,343 26,810 26,203 24,827 25,135

人件費　　　　　　　ａ 5,533 5,509 5,343 5,241 4,952 4,893 4,725 4,765 4,553 4,550

うち職員給 3,615 3,550 3,469 3,541 3,374 3,317 3,166 3,215 3,047 3,059

物件費　　　　　　　ｂ 2,951 2,928 3,012 3,364 3,099 3,069 3,064 3,059 3,054 3,049

維持補修費　　　　　ｃ 101 103 109 108 98 105 105 105 105 105

ａ＋ｂ＋ｃ＝　　　　ｄ 8,585 8,540 8,464 8,713 8,149 8,067 7,894 7,929 7,712 7,704

扶助費 2,192 2,428 2,606 2,950 2,978 3,169 3,189 3,222 3,221 3,244

補助費等 4,090 4,040 4,239 3,612 3,487 3,476 3,469 3,360 3,304 3,253

うち公営企業(法適)に対するもの 553 511 436 522 450 450 450 441 433 425

普通建設事業費 7,384 4,034 4,273 3,823 5,542 8,119 4,831 4,710 4,074 4,149

うち補助事業費 2,394 1,458 1,082 899 1,704 4,271 2,065 2,146 1,510 1,611

うち単独事業費 4,990 2,576 3,191 2,924 3,838 3,848 2,966 2,765 2,764 2,738

災害復旧事業費 26 0 4 3 0 0 0 0 0 0

失業対策事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公債費 2,874 2,697 2,659 2,717 2,748 3,157 3,257 3,211 2,924 3,170

うち元金償還分 2,255 2,152 2,196 2,272 2,279 2,700 2,745 2,683 2,366 2,376

積立金 335 978 436 3,620 1,069 1,550 42 42 42 42

貸付金 142 132 132 218 121 124 124 124 124 124

うち特別会計への貸付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち公社、三ｾｸへの貸付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

繰出金 2,017 2,271 2,693 2,489 2,743 2,726 2,706 2,686 2,611 2,534

うち公営企業(法非適)に対するもの 671 768 814 707 788 712 692 672 652 625

142 152 141 176 146 181 188 197 124 115

27,787 25,272 25,647 28,321 26,983 30,569 25,700 25,481 24,136 24,335

　【財政指標等】

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

形式収支 2,113 1,974 1,615 2,155 1,746 1,774 1,110 722 691 800

実質収支 1,559 1,698 1,614 1,917 1,625 1,774 1,110 722 691 800

標準財政規模 16,167 15,024 14,855 15,450 15,511 15,729 15,640 15,837 15,697 15,879

財政力指数 0.524 0.545 0.559 0.584 0.613 0.638 0.647 0.651 0.660 0.664

実質赤字比率　　　(％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

経常収支比率　　　(％) 85.1 84.9 86.6 84.1 84.1 83.9 83.0 82.4 80.6 80.2

実質公債費比率    (％) － － － 11.6 11.7 11.9 12.4 12.3 11.7 10.6

地方債現在高 22,554 23,249 23,043 25,510 26,034 29,115 29,621 30,081 30,228 30,451

積立金現在高 7,689 7,826 5,917 8,356 8,269 8,139 8,151 8,163 8,175 8,187

財政調整基金 2,601 2,488 1,936 1,936 2,040 1,906 1,909 1,912 1,915 1,918

減債基金 315 296 76 36 66 66 66 66 66 66

その他特定目的基金 4,773 5,042 3,905 6,384 6,163 6,167 6,176 6,185 6,194 6,203

区　　分

（単位：百万円）

歳 入 合 計

区　　分

歳 出 合 計

その他（投資及び出資金）


